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概要 

東京大学では、全学的な DX の推進と業務改革の進展が大学 IR活動に変化をもたらして

いる。従来、依頼元部署からのアドホックな依頼に対して BI ツールを用いて行ってきた可

視化データの共有は、原則的には PDF の共有に限られており、「効率的で効果的な分析結

果の共有」が課題であった。それが、BI ツールの全学的な導入により解決し、さらに依頼

元部署が自ら編集・活用できる環境も整ったことで、教職員のデータリテラシー向上や学

内におけるデータ利活用文化の醸成が進展している。今後は、BI ツールを用いた業務デー

タ分析研修の拡充や部局版データ集等の展開を通じて、さらなる深化が期待される。 

 

1  はじめに 

本報告では、東京大学において大学 IR

（Institutional Research ）担当部署が抱えていた

「データ分析結果を効率的で効果的に依頼元に共

有する」という課題が、全学的な業務改革と DX

（Digital Transformation）の推進により解決され、

さらなるデータリテラシーとデータ利活用文化の

醸成に向けた発展の兆しが生まれている状況を報

告する。 

 

1.1 東京大学 IR データ室の概要 

東京大学では、2016 年度に「国立大学改革強化

推進補助金（総合支援型）事業」に採択されたこと

を受け、「経営力強化を実現するため」の根幹とな

る IR 機能の強化を目的として、2017 年に総長直

下の組織として IR データ室を設置し、その実務担

当部署として事務職員からなる IR データ課を発

足させた。なお、IR データ室は、理事を室長とし、

IR 担当の総長特任補佐など 6 名の副室長（教員 4 

名・事務職員 2 名（2025 年度体制））および本部

関係部署から選出された室員により構成されてい

るが、専任の教員や情報系の技術職員は配置され

ていない。また、一部の研究論文分析を除き、デー

タの収集から分析、可視化までの全ては、室長・副

室長から適宜アドバイスを得ながら、IRデータ課

に配属された事務職員が行ってきた[1]。 



1.2 東京大学 IR データ課の業務 

東京大学 IR データ課では、東京大学本部各部署

に点在する様々なデータを統合的に収集し、BI

（Business Intelligence）ツールをもちいて対話的な

操作が可能な Data Visualization （以下、「Data Viz」）

として可視化し、閲覧者を学内でも執行部等に限

定して構築された「IR データサイト」上で共有す

ることで、大学執行部や本部各部署に対して大学

経営に資するエビデンスを提供してきた（図 1）。 

2022 年度からは、2021 年 9月に公表された東京

大学の行動指針「UTokyo Compass」（2024 年 5 月

改訂）の理念実現のために定められた行動計画の

進捗を管理する 165 のモニタリング指標のうち、

女性学生数や女性教員割合、外部資金獲得状況な

どの社会的な関心も高い主要なデータについて可

視化を行い、「UTokyo Compass モニタリング指標 

IR データ集」（以下、「IR データ集」）として学外

公開してきた。なお、この BI ツールをもちいた可

視化データの公開によって、学内構成員に経営ビ

ジョンを共有し、業務モチベーションの高揚につ

ながるという効果も見られている[1]。 

また、IR データ課では、学校基本調査などの調

査対応、大学ポートレートや国内外の大学ランキ

ング（THE, QS）等への定型的なデータ提供の業務

に加え、総長室や本部各部署、部局等からの依頼

（アドホックな依頼）に応じて、臨機応変に様々

な可視化データを提供してきた。このデータ提供

数は、「UTokyo Compass」のモニタリング指標『目

標 0-1「自律的で創造的な大学モデル」の構築』と

しても定められており[2]、その数は年々顕著に増

加している。 

 

 

図 1 東京大学 IR データ室（IR データ課）の役割（参考文献[1]より転載） 

 

1.3 分析結果の共有という課題 

IR データ課による BI ツールをもちいたデータ

可視化の有効性が、多くの学内構成員に認知され、

より詳細なデータ分析の依頼を受けるようになっ

てくると、今度は、どのようにその可視化データ

を依頼元へ提供するか、という問題が生じてきた。  

BI ツールをもちいた場合、例えば男女別の教員

数について、職位レベル、部局レベル、専攻レベル

といったデータの可視化を行うことは非常に容易

であるが、一方で、その結果を PDF で依頼元に提

供しようとすると、必要な PDF の枚数は、少なく

とも部局数と同数にはなる。また、BI ツールをも

ちいた可視化データ上では、特定のグラフ領域に

カーソルを置くと、その数値や全体の割合等の詳

細が「ヒント」としてポップアップで表示される

という機能があるが、そういった便利な機能も再

現できない。 

PDF での共有が煩雑になる可視化データについ

ては、学内限定公開の「IR データサイト」上に閲

覧者を指定した上で保存し、依頼元である教職員

に対して、IRデータ課で保有する余剰ライセンス

より一時的に「IRデータサイト」の閲覧権限を付

与し、内容を確認してもらうといった対応をして

きた。しかし、依頼数の増加により、その対応も

徐々に難しくなっていた。 

 この「分析結果を BI ツールの性能を活かせる方

法で効率的かつ効果的に共有する」という課題を

解決したのが、2024 年度に実施された BI ツール・

Power BI Desktop の事務業務端末上での使用環境

の整備であった。 

2 全学的 DX推進と BI ツールの導入 

2.1 東京大学における DX推進と業務改革 

「UTokyo Compass」では、「職員の教育機会の拡



充と、専門性の高い職員が活躍できる制度の構築」、

「事務部門の高度化・効率化」を掲げている[3]。

その推進部署の一つとして、2022 年 4 月より情報

システム部に DX 推進課が設立され、既存の業務

改革担当組織である総務部総務課業務改革チーム

とともに、全学的な業務改革と DX 推進とを相互

連携させ取り組んできている。東京大学では、事

務業務の「X（トランスフォーメーション、変革）」

を実現するには、業務の上流と下流の双方向から

のアプローチが必要と考えており、とりわけ DX

推進課は基幹業務システムの更新や制度設計の刷

新、規則改正の支援といった上流からのトップダ

ウンアプローチを主軸にし、業務改革チームは業

務改革総長賞の開催による改善インセンティブの

向上や各種業務ツールの普及・発展による現場業

務の効率化といった下流からのボトムアップアプ

ローチを主軸にしている（図 2）。 

この「X」において中心的な課題のひとつが、教

職員、とりわけ事務系職員の DX リテラシー向上

である。ここでいう DX リテラシーは単なる IT ス

キルにとどまらず、業務の現状を見直し、効率化

や改善を自ら進めようとする「変革マインド」を

含む広い概念として位置づけられている。 

この取組を具体化するための一つの方法として、

2022 年 11 月に Microsoft Teams 上に「全学教職員 

IT ツール利活用コミュニティ」が開設された。本

コミュニティはすべての教職員が自由に参加でき

るオンラインワークスペースであり、2025 年 9 月

時点で 2,100 名を超える教職員が参加し、日常的

に活発な情報交換が行われている。ここでは、

Microsoft社の Power Automateを用いた業務フロー

の自動化、Forms を用いた効率的な情報収集、さら

には VBA を用いた伝票処理の効率化など、多様な

取組が現場職員から発信され、学内に展開されて

おり、部署の垣根を越えたインフォーマルコミュ

ニケーションを促進している[4]。 

IR データ課が、IR データ集を作成した際にも、

このコミュニティの参加者達から、効率的なデー

タ成形方法の提案を受け、BI ツールに読み込む前

のデータクレンジング工程を大きく効率化できた。 

2.2 BIツール・Power BI Desktop の全学的導入 

東京大学では、この全学的な「データリテラシ

ー向上」の取り組みを背景に、事務業務端末 OS を

Windows 10 から 11 へ更新するタイミングにあわ

せ、2024 年 11 月より、事務業務端末上で Microsoft

社の BI ツール「Power BI Desktop」を利用できる

図 2 業務改革と DX の関係図（DX 推進課作成） 



ようになった。このことにより、全職員が本格的

に Power BI を使用できる環境が整った。 

この動きを受け、IRデータ課は情報システム部

情報支援課と連携し、従来使用していた別の BI ツ

ールから、Microsoft 社の Power BI Pro（Power BI 

Desktop の上位ライセンス）へと切り替えた。 

あわせて、従来は IRデータ課が可視化後のデー

タ保管のために独自で運用していたサーバーの利

用をやめ、Microsoft Azure 上の仮想サーバーに移

行し、さらに学内ポータルサイトとしても活用さ

ている Share Point 上に、学内向け可視化データの

公開プラットフォームを構築した。   

3 分析結果の共有事例  

 IRデータ課で用いる分析ツールを Power BI Pro

へ変更したことは、単なるコスト削減や、個別契

約による煩雑な事務手続きにかかるリソースをデ

ータ分析に割り当てることができるようになった

というメリットだけでなく、データ依頼元との円

滑なコミュニケーションの実現と新たな協働を生

み出した。ここではそのいくつかの事例を示す。 

3.1 「地域連携マップ」の公開 

東京大学では、多様な学問分野における最先端

の成果を還元することを通して、社会の公共財と

しての大学の役割を果たしていく観点から、地域

連携活動の可視化・発信に取り組んできた[5]。 

その一環として、大学公式 HP 上で「地域連携

MAP」を公開してきた。これまでは地図検索サー

ビスのマッピング機能を利用していたが、各部局

から収集した 200 を超える地域連携活動を一つ一

つ登録する作業には大きな労力を要していた。こ

の課題に対して、2024 年 12 月には BI ツールを活

用して作業を効率化できないかという相談が、当

該ページの担当部署から IR データ課に寄せられ

た。 

 従来契約していた BIツールでは、可視化データ

を作成しても PDFでしか共有できず、修正が必要

になった場合も IR データ課でしか対応できなか

った。 しかし、Power BI Desktop が事務業務端

末で利用可能になったことで、IRデータ課だけで

なく担当部署自身でも可視化データを編集できる

ようになった。  

 その結果、PDFファイル上でのやりとりを複数

回にわたって行う必要がなくなり、また、担当部

署職員側からの、BIツールの有効性を活かした積

極的な提案も見られた。完成形を共有しながらお

互いに直接編集を重ねることで、作業をスムーズ

に進められるようになった。 

3.2 「現況分析データ」の共有 

国立大学法人評価の一つである第 4 期中期目標

期間の 4 年目終了時評価における「学部・研究科

及び研究組織等の現況分析」に際し、東京大学で

は、現況分析単位（部局）ごとに各評価指標の経年

変化が把握できる参考データを作成し、各部局に

提供することとし、その一連の業務を IRデータ課

が担当した。 

従来の BI ツールでは PDF でしか共有できなか

ったため、部局数と評価指標数に応じた膨大な枚

数の PDF が必要となっていた。これに対し、Power 

BI の導入後は Power BI Desktop 用のファイル 1 つ

を共有するだけで、各部局が自部局の評価指標の

経年変化を一覧できるようになった。 

3.3 UTokyo Compass モニタリング指標 IR デー

タ集改訂版の公開 

前述の取組に加え、学内公開版「IR データサイ

ト」の移行が順調に進んだことを確認後、IRデー

タ課では、2025 年度より、これまで別の BI ツール

をもちいて公開していた IR データ集の改修作業

にも着手した[6],[7]。 

IR データ集は、もともと学外のステイクホルダ

ーとの UTokyo Compass 進捗状況の共有に加えて、

学内構成員の業務支援ツールとしての活用も目指

して作成していたものであった[1]。 

Power BI Pro を用いた IRデータ集改訂版の完成

後、より多くの学内構成員へ活用してもらうため

に、その周知方法を業務改革チームへ相談したと

ころ、学内ポータルサイトの中でも、出退勤時の

打刻ボタンの直上という、ほぼすべての職員が一

日 2 回確認するポータルサイト上の一等地にその

リンクが設置されることとなった。後述する



「Power BI 研修」への参加動機として、ポータル

上に貼られたリンクから IR データ集の存在を知

り、Power BI に関心を持ったとの内容を記述する

参加者もあり、「全学教職員 IT ツール利活用コミ

ュニティ」参加者以外にも、その周知が可能とな

った。 

現在、IR データ集のアクセス数は日々増加して

おり、公開から 4 カ月にあたる 2025 年 9 月末時点

で約 2, 360 件を数えている。 

3.4 「Power BI」研修の実施と成果 

 IRデータ集の作成を進める中で、Power BIには、

データ分析の基本的な考え方やビジュアルデザイ

ンの方法に Excel や Power Point との共通点が多く

見いだせ、また、日本語で公開されている情報（デ

ータ成形や可視化のコツなど）も多数あり、BI ツ

ール使用未経験者であっても、自分自身が少しだ

け関心を持ちさえすれば、比較的習得が容易であ

るということが確認できた。このことを「全学教

職員 ITツール利活用コミュニティ」上に投稿した

ところ、複数のコミュニティ参加者から「ぜひ自

分も Power BI を活用したい」といった声が上がっ

てきたため、2025 年 9 月には「情報システムゼミ

＋」の枠組みで、「Power BI 初心者向けハンズオン

講習 〜業務データの「見える化」体験〜」として、

初心者向けの Power BI研修を実施することとなっ

た。  

「情報システムゼミ＋」は、東京大学情報シス

テム部が従来実施してきた教職員向けセミナー

「情報システムゼミ」を発展させた取り組みであ

る。主に学内の教職員が講師をつとめ、より実務

に近い内容で Microsoft 社のアプリケーションを

活用した事例を紹介し、ハンズオン形式で実際に

システム操作を体験できるセミナーを実施してい

る。各回のテーマは教職員からの意見を参考に検

討・決定し、教職員が相互に学び合う場を制度化

することで、学内の DX リテラシー向上と互助の

文化醸成に寄与することをめざしたものである。 

学内ポータルサイトへの掲載や部局総務担当か

らの一斉メールによる周知効果もあり、講習会に

は、2 週間弱の周知期間にも関わらず、教職員から

102 名の参加登録があった。また、参加登録者の

75.4%に当たる 77 名が、Power BI の未経験者であ

った。 

 研修の内容は、「留学生データ（ダミーデータ）」

の可視化とし、1 時間弱の講習時間で、簡単なデー

タ成形とデータ結合、棒グラフ、ドーナツグラフ、

マップの作成を行うというものであったが、当日

は平日日中の開催であったものの、84 名の受講者

があり、受講後アンケート（回答数：55 件）では、

89.1%にあたる 49 名が「今後 Power BI を使ってみ

たい」と回答した。特に「可視化データを閲覧した

ことはあるが、自身で作成したことはない」と回

答した集団の「今後 Power BI を使ってみたい」と

回答した割合は 100%であった。また、自由回答欄

には、次のステップとして、Power BI 研修中級編

の実施を求める意見も散見された。一方で「今後

Power BI を使ってみたいか」という問いに対して、

「どちらでもない」を選択した職員からは、「（現

在の業務に関連した）具体的な活用イメージがう

かばない」といった理由も記載されていた。 

なお、ハンズオン形式で実施される「情報シス

テムゼミプラス」の場合、「全学教職員 IT ツール

利活用コミュニティ」への参加が運営上必要とな

るが、今回の講習では、1 割強にあたる 14 名が「コ

ミュニティを知らなかった」または「知っていた

が参加していなかった」と回答しており、これま

でコミュニティに参加していなかった教職員への

新たなアクセスの機会ともなった。 

4．今後の展望 

東京大学では、2025 年秋より新たな事務業務端

末の導入を段階的に進めており、Word や Excel と

同様に、Power BI も引き続き事務業務を遂行する

ための基本機能として標準搭載されている。新端

末では処理性能が向上しており、データの処理や

可視化もより快適に行えるようになっている。 

新事務業務端末の導入に先立ち、Power BI に関

して、学内教職員に BI ツールを用いてデータを可

視化することの有効性を実感できる多様な活用事

例を積み重ね、さらに教職員が実際に参加する研



修を実施できたことは、IR データ課が抱えていた

「分析結果の効率的・効果的な共有」という課題

の解決にとどまらず、全学的な「X」の推進にも資

する成果となった。 

今後は、1) Power BI の学内活用をさらに拡充し、

部局や業務分野ごとに応じた中級・応用的研修を

展開し、教職員個人レベルのデータリテラシーを

高めること、2) 「全学教職員 IT ツール利活用コ

ミュニティ」と連携し、利用者同士の知見共有を

進めることで、Power BI の具体的な利用について

学内教職員がイメージをもちやすくすること、そ

して、3) 既に複数の部局から、「部局版 IRデータ

集」を作成・公開したい、という相談を受けている

ことから、IRデータ課の可視化成果を他部署や部

局が自律的に活用できる仕組みを整備し、学内に

おけるデータ利活用文化を一層醸成すること、が

重要な課題である。 

IRデータ課では、これらの取組を通じて、単な

るツール導入に留まらず、DXリテラシーの向上と

データに基づく意思決定の定着を実現し、大学全

体のガバナンス強化に貢献していきたいと考えて

いる。 
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